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はじめに 

 

私たちが水道事業に対しての基本的な理念となるのは水道法です。 

水道法は、「清浄」「豊富」「低廉」という水道事業の基本理念を定め、水道事業

体のあるべき姿と、水道事業に係る国、行政（水道事業体）、指定給水装置工事事業

者、製造者、第三者機関、そして、需要者のそれぞれの係わりの指標として存在して

いるものです。 

平成8年の水道法の改正は、それまでの水道法とは違い、安全でおいしい水の供給、

災害に強い水道の構築といったことが事業基盤と考え、技術の進歩、多様化する給水用

具の進歩の流れの中、規制緩和による水道事業形態の大きな変化を踏まえた改正でした。 

この改正により、指定給水装置工事事業者制度が法的に規定され、給水装置工事主

任技術者が国家資格として位置付けされ、給水装置における構造材質基準を国が明確

にしたことで、各水道事業体においても供給規程の改正を行い、指定給水装置工事事

業者制度、給水装置工事主任技術者、構造材質基準をそれぞれ規定されました。 

水道法第14条で、水道事業体において供給規程を定めることにより、その供給規程の

中で構造材質基準に準じた給水装置工事の施行を規定し（水道法第16条）、さらに、

その構造材質基準に準じた施行方法を供給条件とし、適切にその給水装置工事を施行で

きる者を指定給水装置工事事業者として指定をし、その指定給水装置工事事業者が施行

した給水装置工事を供給条件として規定できることを明文化されました。（水道法第

16条の2） 

また、この指定要件についても言及し、指定を受けようとする者の申請により行う

こととし、申請手続きの統一を行うため、申請書の様式とその他申請に要する事項を

規則に定められました。（水道法第25条の2） 

さらに、指定の基準についても、給水装置工事の施行に必要かつ十分な技術力を保

持していることを主たる要件として、事業所ごとに給水装置工事主任技術者を選任す

ること、一定の機械器具を有していること、一定の欠格要件に該当していないこと等

を全国一律の要件とされました。（水道法第25条の3、25条の4、及び同法施行規則第

18条、第19条、第20条、第21条） 

このことから、指定給水装置工事事業者の新規申請を行う皆様にあっては、所定の

様式により必要事項、提出書類を添えて給水装置工事を行う鳩山町の当該水道事業者

に申請していただきたいと思います。 

結びにあたり、申請にあっては自らの位置付けを理解し、責務を遵守していただき

ますよう加えてお願い申し上げます。 

また、当該指定給水装置工事事業者になられた際には、各変更等の届出の義務（水

道法第25条の7）、事業基準の厳守（水道法第25条の8）に努められますようお願い申

し上げます。 

鳩山町上下水道事業

鳩 山 町 長 
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■ 申請・届出を受ける場所とお問い合わせ先 

鳩山町役場 上下水道課 

（担当） 業務担当 内線１７１、１７４ 

（住所） 〒350－0392 

埼玉県比企郡鳩山町大字大豆戸１８４－１６ 

ＴＥＬ ０４９－２９６－１２１１（代表） 

ＦＡＸ ０４９－２９８－１０５９ 

ＥMail h170＠town.hatoyama.lg.jp 

業務時間  ８：３０～１２：００ 

１３：００～１７：１５（土日、休日、年末年始除く） 

 

申請、届出の受付は随時行っています。 

なお、ＦＡＸ、Ｅメールでの受付はしていませんので、必ず窓口までお越しください。 

また、申請していただく書類等は鳩山町独自のものがございますが、ご理解ご協力を

お願いします。 

 

（注）本文での文言の定義は以下のとおりとします。 

１「法」とは水道法をいう。 

２「施行規則」とは水道法施行規則をいう。 

３「事業者規程」とは鳩山町指定給水装置工事事業者規程をいう。 

４「指定工事事業者」とは鳩山町指定給水装置工事事業者をいう。 

５「主任技術者」とは給水装置工事主任技術者をいう。 

 

 

１ 新規に指定を申請する事業者のみなさまへ 

 

１ 指定給水装置工事事業者とは？（法第16条の2）指定給水装置工事事業者とは、水

道事業者から給水区域内で供給規程のあった給水装置工事を適正に施行することが

できると認められ、その指定を受けた者をいいます。また、「給水装置が指定給水装

置工事事業者の施行した工事に係るものであることを供給条件とすることができる」

と定めています。このことから、水道事業者の給水区域内において、給水装置工事を

施行しようとする場合は、この指定を受けていないと工事を行うことができません。

指定にあっては、その基準（法第25条の3）に適合している必要があります。 
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（１）指定の申請 

受付期間 ⇒ 指定の新規申請については随時受け付けています。 

受付場所 ⇒ 鳩山町役場上下水道課（庁舎１階） 

受付時間 ⇒ ８：３０～１２：００、１３：００～１７：１５ 

（土日、休日、年末年始を除く） 

指定年月日及び 

指定証の交付 
 ⇒  詳しい日程は、受付窓口にてご確認ください。 

（２）申請する事項（法第25条の2、事業者規程第4条） 

① 氏名又は名称及び住所（本店所在地）並びに法人にあっては、その代表者及び

役員の氏名。 

② 当該給水区域内において給水装置工事の事業を行う事業所の名称及び所在地

（本店のみの場合は本店）。  

③ それぞれの事業所で選任されることとなる主任技術者の氏名及び交付を受け

ている免状の交付番号。  

④ 給水装置工事を行うための機械器具の名称、性能及び数（施行規則第20条及び

事業者規程第4条第2項第3号）。 

⑤ 事業の範囲（登記事項証明書に記載されている事業の範囲をすべて記載してく

ださい）。 

（３）指定の基準（法第25条の3、事業者規則第5条）  

① 事業所ごとに主任技術者として選任されることとなる者を置くこと。 

② 国土交通省令で定める（施行規則第20条）機械器具を有する者であること。 

施行規則第20条、事業者規程第5条第1項（2）で規定する機械器具 

ア）金切りのこその他の管の切断用の機械器具 

イ）やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具 

ウ）トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具 

エ）水圧テストポンプ 

③ 次のいずれにも該当しない者であること。 

イ 心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者とし

て国土交通省令で定めるのもの 

ロ 破産手続開始決定を受けて復権を得ない者 

ハ この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなった日から2年を経過しない者 

ニ 法第25条の11（事業者規程第8条）の規定により指定を取り消され、その取

消しの日から2年を経過しない者 

ホ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足り

る相当の理由がある者 

ヘ 法人であって、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する者があ

るもの以上の要件に適合していると認められるときは指定を受けることがで
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きます。 

（４）指定を受けるための手続き（法第25条の2、施行規則第18条から22条、事業者規

程第4条） 

【申請に必要なもの】 

■申請書類 

１ 指定給水装置工事事業者指定申請書（施行規則様式第１） 

２ 機械器具調書（施行規則別表） 

３ 誓約書（施行規則様式第2） 

※ 給水装置工事主任技術管理者選任解任届出書（施行規則様式第3） 

※ 指定された日から2週間以内の提出となりますので申請日ではありません 

※ 訂正箇所が発生した場合は、修正液を使用せず、二重線を引き必ず訂正印を押

印してください。 

■申請書類（添付書類）各1部 

１ 
法人の場合は登記事項証明書 

（個人の場合は住民票の写し㊟1） 

原本、発行日から 3 ヶ月以内の

もの 

２ 法人の場合は定款の写し 

直近のもの 

「原本の写しにお相違ない旨の

原本証明」にしてください。 

３ 給水装置工事主任技術者免状の写し 

様式第 3 に記載した方、全員の 

分の免状の写しを添付してくだ 

さい。 

４ 
鳩山町役場から事務所、資材置場、残土 

置場までの案内図 
 

5 
機械器具調書に記載されている機械器具

の写真 
 

6 事務所、資材置場、残土置場の写真  

7 
他の市町村で指定を受けている場合は 

その写し 
 

8 土木関係の資格があればその写し 土木施工管理技師等 

※ 申請書類に必要事項を記入のうえ、提出書類を添えて申請してください。訂

正箇所が発生した場合は、修正液を使用せず、二重線を引き必ず訂正印を押印

してください。 

㊟個人事業者について、住民基本台帳ネットワークシステムを使用して本人確認

情報の提供を受けることに同意いただける場合は、住民票の写しの提出を省略

することができます。 

（５）指定までのながれ 

申請書の提出 ⇒ 水道法、事業者規程に基づき上下水道課へ申請します。 

審     査 ⇒ 指定の基準を満たしているか、書類に不備はないかを審査
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します。 

手数料の納付  ⇒ 指定給水装置工事事業者申請手数料を納入します。 

10,000円（指定証交付時に納入） 

 

指     定 ⇒ 申請手数料を納入し、指定要件を満たしていれば指定され

ます。 

指定証書の交付 ⇒ 指定証を受けとります。 

公     告 ⇒ 上下水道課が指定工事事業者として指定されたことを公告

します。（法第25条）指定証を受けとります。 

 

■ 指定の申請についてのイメージ 

 

 

申請書の提出・申請手数料の納入 

 

 

申請者 上下水道課 

審査・申請手数料の徴収・指定・ 

指定証の交付 

（６）指定までのながれ 

《申請書》 

① 日付は申請書を提出する日を記載してください。  

② 「申請者」の記入についての注意事項 

【法人の場合】 

ア 「氏名又は名称」の欄には、登記事項証明書に記載されている本店の名

称を記載してください。 

イ 「住所」の欄には、登記事項証明書に記載されている本店の住所を記載

してください。 

ウ 「代表者氏名」の欄には、登記事項証明書に記載されている法人の代表

者の氏名を記載してください。 

エ 「印」には、社印、代表者印を押印してください。 

【個人の場合】 

ア 「氏名又は名称」の欄には、屋号となるものを記載し、名称がない場合

は個人の氏名を記載してください。 

イ 「住所」の欄には、住民票の住所を記載してください。 

ウ 「代表者氏名」の欄には、個人の氏名を記載してください。 

エ 「印」には、個人印を押印してください。 

③ 「役員」の記載についての注意事項 

【法人のみ】 

ア 「役員」の欄には、有限会社、株式会社の場合、登記事項証明書に記載

されている役員（会社法第329条）代表者取締役、取締役、会計参与及び

公告 
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監査役、全員の役職、氏名及びフリガナを記載してください。 

イ 合名・合資会社では、業務執行社員の氏名及びフリガナを記載してください。 

④ 「事業の範囲」の記載についての注意事項 

給水装置工事の事業を行うものであることを確認するために、定款若しくは

登記事項証明書に記載されている「目的」をすべて記載してください。 

⑤ 「事業所」の記載についての注意事項 

ア 当該給水区域で給水装置工事の事業を行う事業所の所在地は給水区域内

にある必要はありません。 

イ 「当該給水区域で給水装置工事の事業を行う事業所の名称」、「上記事

業所の所在地」、は鳩山町のホームページや工事事業者一覧表等の掲載事

項となるので、「事業所の名称」、「郵便番号」、「住所」、「電話番号」、

「ファックス番号」を必ず記載してください。 

⑥ 「事業所で選任されることとなる給水装置工事主任技術者」の記載についての

注意事項 

事業所ごとに選任を予定している主任技術者の氏名及びフリガナ、主任技術

者免状の交付番号を記載してください。複数の事業所を有する場合は、事業所

ごとに選任を予定している主任技術者について記載してください。選任を予定

している主任技術者が複数の事務所を兼務する場合、上下水道課と十分協議し

てください。 

また、他の指定事業者と兼務になる場合も、同様に上下水道課と十分な協議

を行い、指示を受けてください。 

《機械器具調書》 

① 「年月日現在」は、申請日を記載してください。 

② 給水装置工事を「切断」、「加工」、「接合」、「漏水の確認」といった4種

に大別し、それぞれに使用する機械器具を記載してください。 

施行規則第20条に規定されている切断用「金切りのこ」、加工用「やすり」、「パ

イプねじ切り器」、接合用「トーチランプ」、「パイプレンチ」、漏水の確認用「水

圧テストポンプ」は、それぞれ4種に分類し、各1台以上記載してください。 

また、型式、性能は記入できる範囲で記入し、必ず4種の範囲で記載してくだ

さい。それ以外のものを記入することは避けてください。 

《誓約書》 

① 誓約する日付も申請日を記載してください。  

② 「申請者」は、申請書に記載した申請書を記載し、押印についても同様として

ください。 

「誓約書」は、法人にあっては役員全員が法第25条の3に該当しないことを誓約す

るものであるため、代表者が全員の誓約をします。 
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２ 給水装置工事主任技術者の選任又は解任、指定事項の変更の届出 

 

２－１ 給水装置工事主任技術者の選任又は解任の届出について（法第25条の4、施行

規則第21条・第22条） 

指定工事事業者は、事業所ごとに、技術上の統括者となる主任技術者を選任し

なければなりません。この選任は、指定工事事業者の指定を受けた日から2週間

以内、また、選任した主任技術者が欠けるに至ったときも同様に選任を行わなけ

ればなりません。 

この選任について、指定工事事業者は、「給水装置工事主任技術者を選任、解 

任したときは、遅滞なく、その旨を水道事業者に届け出なければならない」と定

めています。（法第25条の4） 

※ 主任技術者が欠けるに至った場合は、「指定の取消し」要件となりますので、 

ご注意ください。 

なお、指定後に指定申請事項に変更が生じた場合は、速やかに上下水道課に

変更届出書等を提出してください。 

 

（１）主任技術者の選任又は解任の手続き（施行規則第22条、事業者規程第12条） 

【申請に必要なもの】 

■届出書 

１ 給水装置工事主任技術者選任解任届出書（施行規則様式第３） 

■提出する書類（添付書類） 

１ 選任時のみ、主任技術者免状の写し 
主任技術者免状の交付番号等を確認す

るため 

（２）届出を要する事項および届出の期限 

① 新たに指定を受けたとき ⇒ 指定工事事業者の指定を受けた日から2週間以内 

② 選任した主任技術者が欠けるに至ったとき ⇒ 当該理由が発生したから2週

間以内 

③ 選任した主任技術者を解任したとき ⇒ 遅滞なく届け出てください。 

④ 主任技術者を追加して選任したとき ⇒ 遅滞なく届け出てください。 

（３）その他留意事項 

① 指定工事事業者が主任技術者を選任する場合は、事業活動の本拠たる事業所ご

とに、給水装置工事の技術上の統括者となる主任技術者を選任しなければなりま

せん。 

② 主任技術者がその職務を行うにあたり、特に支障がないときは、同時に複数の

事業所について一人の主任技術者が兼任することもできます。 

その際、上下水道課と十分協議のうえ、選任してください。 

また、当該指定事業者が同一の主任技術者を選任することで他の指定事業者と

兼務になる場合も同様に上下水道課と十分な協議を行い、指示を受けてください。 
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２－２ 指定事項の変更の届出について（法第25条の7、施行規則第34条） 

指定工事事業者は、「事業所の名称及び所在地その他国土交通省令で定める事

項に変更があったとき、又は給水装置工事の事業を廃止し、休止し、若しくは再

開したときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を水道事業者に届け

出なければならない」と定めています。 

（１）指定事項の変更の届出 

【申請に必要なもの】 

■届出書 

１ 給水装置工事事業者指定事項変更届出書（施行規則様式第10） 

■提出する書類（添付書類） 

１ 
氏名又は名称及び住所の変更の場合には、個人の場合は、住民票の写し、法

人にあっては定款及び登記事項証明書 

２ 
法人にあっては、代表者の氏名及び役員の氏名の変更の場合は、登記事項証

明書及び誓約書（施行規則様式第2） 

３ 給水装置工事主任技術者の氏名及び交付番号の変更の場合は、免状の写し 

※ 定款の写しを提出する場合は、それが原本の写しに相違ない旨の原本証明とし

てください。 

※ 住民票の写しについては、原本、発行日から3ヶ月以内のもの 

（２）届出を要する事項および届出期限 

 届出事項 法人 個人 提出期限 

１ 
氏名又は名称（屋号・有限・株式・合資

の組織変更の場合を含む） 
● ● 

当該変更の 

あった日から 

30日以内 

２ 
住所（登記事項証明書に記載されている

本店の所在地） 
● ● 

３ 
事業所の名称又は住所（当該給水区域で

給水装置工事を行う事業所） 
● ● 

４ 
代表者の氏名（登記事項証明書に記載さ

れている法人の代表者の氏名） 
●  

５ 役員の氏名 ●  

６ 
給水装置工事主任技術者の氏名・主任技

術者免状の交付番号 
● ● 

（３）届出書の記載に係る注意事項 

① 日付は届出書を提出する日を記載してください。 

② 「変更に係る事項」は、表の1～6となります。 

③ 「変更前」は、変更前の内容を記載してください。 

④ 「変更後」は、変更後の内容を記載してください。 

⑤ 「変更年月日」は、変更事項の生じた日「登記日」を記載してください。 

⑥ 届け出ている役員が退任のみの場合、誓約書の提出は必要ありません。 
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⑦ 給水装置工事主任技術者の氏名の変更の場合で、選任している主任技術者が改

名した場合（結婚や養子縁組等）に届け出てください。また、別の人物との変更

は、届出書が必要です。（解任及び選任の2通要） 

⑧ 事業者の氏名の変更の場合で、指定事業者本人が改名した場合（結婚や養子縁

組等）に届け出てください。なお、「個人事業者」から「法人事業者へ変更にな

る場合や親族関係の業務継承（代理権の移動は含まない）は別会社となると解し 

ますので、旧事業者の廃止届を提出の後、新事業者の指定申請をしてください。 
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３ 指定給水装置工事事業者の廃止、休止、再開の届出 

 
３ 廃止、休止、再開における届出について（法第25条の7、施行規則第35条） 

指定工事事業者は、「給水装置工事の事業を廃止又は休止したとき、事業を再開

したときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を水道事業者に届け出な

ければならない」と定めています。 

（１）廃止、休止、再開の届出手続き（施行規則第35条、事業者規則第7条） 

【届出に必要なもの】 

■届出書 

１ 指定給水装置工事事業者廃止・休止・再開届出書（施行規則様式第11） 

※ 廃止及び休止を届け出る場合は、指定工事事業者証は指定を受けている水道

業者へ返納します。 

（２）廃止、休止、再開の届出事項及び提出期限 

１ 
廃止の届出 

（事業を廃止したとき） 

事業を廃止した日から30日以内に届け出 

（指定工事事業者証を返納してください） 

２ 
休止の届出 

（事業を休止したとき） 

事業を休止した日から30日以内に届け出 

（指定工事事業者証を返納してください） 

３ 
事業の再開 

（事業を再開したとき） 

事業を再開した日から10日以内に届け出 

（預けた指定工事事業者証を返してもらう） 

（３）届出に際しての注意事項 

① 廃止の届出をした場合、再び給水区域内での給水装置工事の事業を行う場合に

は、新規の申請をする必要があります。 

② 法人、個人を問わず指定の継承（個人の代表者の変更、個人から法人への移行、

法人相互の営業譲渡など）はできませんので、「廃止の届出書」を提出し、新規

に指定を受けなおしてください。 
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４ 指定給水装置工事事業者の指定の更新 

 

４－１ 指定給水装置工事事業者の指定の更新とは？（法第25条の3の2） 

これまでの制度では、指定給水装置工事事業者の事業に関して、名称や所在地

等の変更があった場合の届出や、事業の廃止、休止、再開の届出について規定さ

れておりましたが、届出がない場合、指定給水装置工事事業者の事業実態の把握

ができず、所在不明な事業者が存在するなどといった課題がありました。こうし

た、課題に対応するとともに、指定給水装置工事事業者の資質の維持・向上を図

ることを目的として水道法の改正により、指定給水装置工事事業者の指定の有効

期間が新たに定められ、5年ごとの更新制度が導入されました。指定の更新の際に 

は、指定給水装置工事事業者が指定基準に規定されている要件を満たしているか

を改めて確認します。 

 

４－２ 指定の更新申請について 

（１）指定の更新申請 

申請期間 ⇒ 法改正以降「初回更新までの指定の有効期間」は、指定給水装置

工事事業者ごとに有効期間が違いますのでご確認ください。それ以

降は指定証に有効期間が記載されますので期間超過する前に申請

してください。 

受付場所 ⇒ 鳩山町役場上下水道課（庁舎1階） 

受付時間 ⇒ ８：３０～１２：００、１３：００～１７：１５ 

（土日、休日、年末年始を除く） 

更新年月日及び ⇒ 詳しい日程は、上下水道課窓口にてご相談ください。 

指定証の交付 

（２）指定の更新申請する事項（法第25条の2を準用、事業者規程第5条の2） 

 「１新規に指定を申請するみなさまへ（２）申請する事項（P2）」を参照してくだ

さい。 

（３）指定の更新基準（法第25条の3を準用、事業者規程第5条の2） 

「１新規に指定を申請するみなさまへ（３）申請の基準（P2）」を参照してくだ

さい。 

（４）指定の更新を受けるための手続き（法第25条の2を準用、施行規則第18条から22

条を準用、事業者規程第5条の2） 

【申請に必要なもの】 

■申請書類 

１ 指定給水装置工事事業者指定申請書（施行規則様式第1） 

２ 機械器具調書（施行規則別表） 

３ 誓約書（施行規則様式第2） 

※ 訂正箇所が発生した場合は、修正液を使用せず、二重線を引き必ず訂正印を押

印してください。 
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■申請書類（添付書類）各1部 

１ 
法人の場合は登記事項証明書 

（個人の場合は住民票の写し㊟1） 

原本、発行日から 3 ヶ月以内の

もの 

２ 法人の場合は定款の写し 

直近のもの 

「原本の写しにお相違ない旨の

原本証明」にしてください。 

３ 
選任される給水装置工事主任技術者免状

番号を確認できるもの 

様式第 1 に記載した方、全員の 

分の免状の写しを添付してくだ 

さい。 

4 
指定給水装置工事事業者指定更新時確認

事項（別紙1） 
 

5 上記4の内容を確認するための書類 

・講習会の受講修了証等 

・外部研修の受講実績等 

 ※自社内研修は不要 

・施工者の経験の有無及び配管

技能の資格の有無  等 

※ 上記5においては、町として次の4つの事項を確認します。 

 （1）指定給水装置工事事業者の講習会の受講実績 

 （2）指定給水装置工事事業者の業務内容（営業時間、漏水修繕、対応工事） 

 （3）指定給水装置工事主任技術者の研修会の受講実績 

 （4）適切に作業を行うことができる技能を有する者の従事状況 

※ 訂正箇所が発生した場合は、修正液を使用せず、二重線を引き必ず訂正印を押

印してください。 

※ 申請書類に必要事項を記入のうえ、添付書類を添えて申請してください。 

  ㊟個人事業者について、住民基本台帳ネットワークシステムを使用して本人確認情

報の提供を受けることに同意いただける場合は、住民票の写しの提出を省略する

ことができます。 

（５）指定更新までの流れ 

申請書の提出 ⇒ 水道法、事業者規程に基づき上下水道課へ申請します。 

審     査 ⇒ 指定の基準を満たしているか、書類に不備はないかを審査

します。 

手数料の納付 ⇒ 指定給水装置工事事業者申請手数料を納入します。 

10,000円（指定証交付時に納入） 

指 定 の 更 新 ⇒ 上記申請手数料を納入し、更新要件を満たしていれば指定

更新されます。 

指定証書の交付 ⇒ 指定証を受けとります。 

公     告 ⇒ 上下水道課が指定工事事業者として指定更新されたことを

公告します。（事業者規程第10条） 

■ 指定の申請についてのイメージ  

「１新規に指定を申請するみなさまへ指定の申請についてのイメージ（P4）」と同
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様の流れになります。 

（６）指定の更新までのながれ 

① 《申請書》、《機械器具調書》、《誓約書》は、「１新規に指定を申請するみ

なさまへ（６）指定までのながれ（P4）」を参照してください。 

《指定更新時確認事項》 

① 氏名又は名称、郵便番号、住所、代表者氏名及び電話番号を記載してください。 

② 押印は、指定申請時と同様に法人の場合には、社印及び代表者印を押印し、個

人の場合には、個人印を押印してください。  

③ 「指定給水装置工事事業者講習会の受講実績」が未受講の場合にはその理由を

記載してください。 

④ 「指定給水装置工事事業者の業務内容」について 

ア 「休業日、営業時間」は、夜間、休日等の修繕対応時間なども記載してくだ

さい。 

イ 「漏水等修繕対応の可否」は、漏水修繕対応の可否や、その他の欄を利用し

て夜間・休日等の対応についても該当があれば記載してください。 

ウ 「その他」は、緊急時の連絡先などを記載してください。 

エ 「公表が不可の場合」は、非公表を希望としてホームページ等への掲載はい

いたしません。 

⑤ 「給水装置工事主任技術者等の研修受講実績」について 

ア 「研修会名、実施団体」は、ｅラーニング、現地研修会で受講した場合は、

記載してください。修了証や修了年月日が明示されているもの（主任技術者証）

の写しなどで確認いたしますので、受講を証明する書類（受講者証）の写しを

添付してください。 

また、自社研修を実施した場合は、その旨を記載してください。イ「公表が

可の場合」は、公表を可能としていることからホームページ等への掲載をする

場合があります。 

⑥ 「過去１年以内の給水装置工事に主に従事した適切に作業を行うことができる

技能を有する者の状況」について 

ア 「配水管からの分岐～水道メーター」の工事を施行しない場合は、チェック

欄にレ点を入れてください。 

イ 「技能を有するものの氏名」欄は、雇用関係又は下請け等も含み、給水装置

工事に主に従事した者の氏名等を記載してください。 

ウ 「資格等を有しているか」欄は、資格を有していなくても、経験を有してい

れば記載してください。 

エ 「保有資格等」は、①から④の下線部で記載してください。また、資格を証

明する書類（資格証等）の写しを添付してください。 

オ 「公表が不可の場合」は、非公表を希望としてホームページ等への掲載はい

たしません。 

（７）指定の更新申請に際しての注意事項 

① 有効期間内に更新申請をしなかった場合は、指定が失効されます。 

なお、再度指定給水装置工事事業者として給水装置工事を施行する場合には、
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改めて新規の指定を申請しなければなりません。また、やむを得ない事情（入院、

海外赴任等）があった場合でも同様の取扱いとなりますので、ご注意ください。
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様式第１（第18条関係） 

 

指定給水装置工事事業者指定申請書 
 

令和○○年○○月○○日  

 

 

 

鳩山町上下水道事業 鳩山町長 あて 

 

申請者 氏名又は名称 鳩山設備工業株式会社 

住    所 鳩山町大字大豆戸１８４番地１６ 

代表者氏名 代表取締役 鳩 山 二 郎  印 

（個人の場合は氏名のみ） 

 

 

水道法第16条の2第1項の規定による指定給水装置工事事業者の指定を受けたいので、

同法第25条の2第1項の規定に基づき次のとおり申請します。 

 

役員（業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者）の氏名 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

氏      名 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

氏      名 

代表取締役 鳩
ハト

山
ヤマ

 二郎
ジ ロ ウ

 

 

取締役   鳩
ハト

山
ヤマ

 三郎
サブロウ

 

 

監査役   鳩
ハト

山
ヤマ

 四郎
シ ロ ウ

 

 
※登記事項証明書に記載されている代表取 
 締役、取締役、監査役等に全員の役職と 
 氏名を記載してください。 
※合名・合資会社では、業務執行役員の氏 

 名となります。 
 
 

業 務 の 範 囲 

※法人にあっては、定款若しくは登記事項 
 証明書の「目的」に記載されている事業 
 内容を全て記載してください。 
 氏名を記載してください。 

機械器具の名称、性能及び数 

 

別紙のとおり 

 

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 

法人の場合は 

社印・代表者印 

登記事項証明書の 

とおり記入 

記入例 
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当該給水区域で給水装置工事 

の 事 業 を 行 う 事 業 所 の 名 称 
鳩山設備工業株式会社 

上 記 事 業 所 の 所 在 地 

〒350-0392 

埼玉県比企郡鳩山町大字大豆戸184番地16 

TEL049-296-1211FAX 049-298-1059 

上 記 事 業 所 で 選 任 さ れ る 

こ と と な る 給 水 装 置 工 事 

主 任 技 術 者 の 氏 名 

給 水 装 置 工 事 主 任 技 術 者 

免 状 交 付 番 号 

鳩
ハト

山
ヤマ

 二
ジ

郎
ロウ

 

 

埼
サイ

玉
タマ

 四
シ

郎
ロウ

 

 

 
 

 

 

第○○○○○○号 

 

第○○○○○○号 

 

 

 
 

当 該 給 水 区 域 で給 水 装 置 工 事 

の 事 業 を 行 う 事 業 所 の 名 称 

 

上 記 事 業 所 の 所 在 地 

 

上 記 事 業 所 で 選 任 さ れ る 

こ と と な る 給 水 装 置 工 事 

主 任 技 術 者 の 氏 名 

 

  

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 

様式第３において選任した者と 
同一であること。 

※主たる業務を行う事業所 
の名称（支店・営業所） 
を記載してください。 
支店・営業所がない場合は、 
本店となります。 

以下、支店等２店舗以上 
申請する場合に記入 
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別表（第18条関係） 

 

機 械 器 具 調 書 
 

令和○○年○○月○○日  

 

種  別 名  称 形式・性能 数 量 備 考 

管切断用の機械 
器具 

○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   

○○○○○   
 

○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   

○○○○○   
 

○台 
○丁 
○式 

○式 
 

 

管の加工用の機 
械器具 

○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   
 

○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   
 

○台 
○丁 
○式 
○式 

 

 

管の接合用の機 
械器具 

○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   
 

○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   
○○○○○   
 

○台 
○丁 
○式 
○式 

 

 

水圧テストポン 
プ器具 
その他 

手動テスター ○○○○○   
 

○台 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

※ 種別の欄には「管の切断用の機械器具」、「管の加工用の機械器具」、「接合用の

機械器具」、「水圧テストポンプ」の別を記入すること。 

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 

記入例 記入例 
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様式第２（第18条及び第34条関係） 

 

 

 

誓約書 
 

 

 

指定給水装置工事事業者申請者及びその役員は、 
 

 

水道法第25条の3第1項第3号イからへまでのいずれ 
 

 

にも該当しない者であることを誓約します。 
 

 

令和○○年○○月○○日  

 

 

申請者 氏名又は名称 鳩山設備工業株式会社 

住    所 鳩山町大字大豆戸１８４番地１６ 

代表者氏名 代表取締役 鳩山二郎  印 

（個人の場合は氏名のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人の場合は 
社印・代表者印 

法第 25 条の 3 第 1 項 3 号イからヘまでに規定されている内容。 
イ．心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことがで 

きない者として国土交通省令で定めるもの 
ロ．破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
ハ．この法律に違反して、刑に処せられその執行を終わり、又は 

執行を受けることがなくなった日から 2 年を経過しない者 
ニ．第 25 条の 11 第 1 項の規定により指定を取り消され、その年 

取り消しの日から 2 年を経過しない者 
ホ．その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると 

認めるに足りる相当の理由があるもの 
ヘ．法人にあって、その役員のうちイからホまでのいずれかに該 

当する者があるもの 

記入例 
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様式第３（第22条関係） 

 

給水装置工事主任技術者選任・解任届出書 
 

令和○○年○○月○○日  

 

鳩山町上下水道事業 鳩山町長あて 

 

届出者  鳩山設備工業株式会社 

 鳩山町大字大豆戸１８４番地１６ 

    代表取締役 鳩山二郎 

 

 

 

水道法第 25条の 4の規定に基づき、次のとおり給水装置工事主任技術者の

届出をします。 

選任 
の 

解任 

 

 

給水区域で給水装置工事の 

事業を行う事業所の名称 
鳩山設備工業株式会社 

上記事業所で選任・解任 

す る 給 水 装 置 工 事 

主 任 技 術 者 の 氏 名 

給水装置工事 

主任技術者免状 

の 交 付 番 号 

選任・解任の年月日 

 

鳩
ハト

山
ヤマ

 二
ジ

郎
ロウ

 

 

埼
サイ

玉
タマ

 四
シ

郎
ロウ

 

 

 

 

第○○○○○○号 

 

第○○○○○○号 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

令和○○年○○月○○日 

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 

記入例 

※不要な文字を二重 
線でけしてください。 

※不要な文字を二重 
線でけしてください。 

選任した主任技術者 
全員の免状の写しを 
添付する。 

指定を受けた日付記入 
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様式第１（第18条関係） 

 

指定給水装置工事事業者指定申請書 
 

年  月  日  

 

 

 

鳩山町上下水道事業 鳩山町長 あて 

 

申請者 氏名又は名称  

住    所  

代表者氏名  

 

 

 

 

水道法第16条の2第1項の規定による指定給水装置工事事業者の指定を受けたいので、

同法第25条の2第1項の規定に基づき次のとおり申請します。 

 

役員（業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者）の氏名 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

氏      名 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

氏      名 

  

業 務 の 範 囲  

機械器具の名称、性能及び数 別紙のとおり 

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 
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当 該 給 水 区 域 で給 水 装 置 工 事 

の 事 業 を 行 う 事 業 所 の 名 称 
 

上 記 事 業 所 の 所 在 地  

上 記 事 業 所 で 選 任 さ れ る 

こ と と な る 給 水 装 置 工 事 

主 任 技 術 者 の 氏 名 

給 水 装 置 工 事 主 任 技 術 者 

免 状 交 付 番 号 

 

 

 
 

当 該 給 水 区 域 で給 水 装 置 工 事 

の 事 業 を 行 う 事 業 所 の 名 称 

 

上 記 事 業 所 の 所 在 地 

 

上 記 事 業 所 で 選 任 さ れ る 

こ と と な る 給 水 装 置 工 事 

主 任 技 術 者 の 氏 名 

 

  

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 
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別表（第18条関係） 

機 械 器 具 調 書 
 

年  月  日  

 

種  別 名  称 形式・性能 数 量 備 考 

   

 

 

※ 種別の欄には「管の切断用の機械器具」、「管の加工用の機械器具」、「接合用の

機械器具」、「水圧テストポンプ」の別を記入すること。 

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 
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様式第２（第18条及び第34条関係） 

 

 

 

誓約書 
 

 

 

指定給水装置工事事業者申請者及びその役員は、 
 

 

水道法第25条の3第1項第3号イからへまでのいずれ 
 

 

にも該当しない者であることを誓約します。 
 

 

年  月  日  

 

 

申請者 氏名又は名称  

住    所  

代表者氏名  
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様式第３（第22条関係） 

 

給水装置工事主任技術者選任・解任届出書 
 

年  月  日  

 

鳩山町上下水道事業 鳩山町長あて 

 

届出者  

  

  

 

 

 

水道法第 25条の 4の規定に基づき、次のとおり給水装置工事主任技術者の

届出をします。 

選任 
の 

解任 

 

 

給水区域で給水装置工事の 

事業を行う事業所の名称 
 

上記事業所で選任・解任 

す る 給 水 装 置 工 事 

主 任 技 術 者 の 氏 名 

給水装置工事 

主任技術者免状 

の 交 付 番 号 

選 任 ・ 解 任 の 年 月 日 

   

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 



 

24 

 

様式第10（水道法施行規則第34条関係） 

 

指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書 
 

令和○○年○○月○○日  

 

 

鳩山町上下水道事業 鳩山町長 あて 

 

届出者 指 定 番 号 第○○○○号 

氏名又は名称 鳩山設備工業株式会社 

住    所 比企郡鳩山町大字大豆戸184番地16 

代表者氏名 鳩山二郎 

ＴＥＬ ○○○-○○○-○○○○ 

 

 

 

水道法第25条の7に基づき次のとおり変更の届出をします。 
 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

氏名又は名称 
鳩山設備工業 株式会社 

住 所 鳩山町大字大豆戸184番地16 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

代表者の氏名 
鳩
ハト

 山
ヤマ

 二
ジ

 郎
ロウ

 

変更に係る事項 変 更 前 変 更 後 変更年月日 

・事業者に名称 

・事業所の名称 
・事業所の住所 
・事業所の所在地 
・代表者の氏名 
・役員の氏名 
（交代の場合） 
（増の場合） 
（減の場合） 
・給水装置工事主任 
 技術者の氏名 
 

・給水装置工事主任 
 技術者免状交付番号 

㈱△△設備 

㈱△△水道鳩山営業所 
鳩山町〇〇〇番地 
鳩山町〇〇〇番地 
代表取締役 鳩山二郎 
 
取締役 鳩山三郎 
         
取締役 鳩山三郎 
 
鳩山三郎 
 

鳩山三郎 
第〇〇〇号 

㈱△△設備 

㈱△△水道鳩山支店 
鳩山町〇〇〇番地 
鳩山町〇〇〇番地 
代表取締役 鳩山二郎 
 
取締役 鳩山四郎 
取締役 鳩山四郎 
         
 
比企太郎 
 

鳩山三郎 
第〇〇〇号 

日付は変更のあった 
日を記入 

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 

記入例 
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様式第10（水道法施行規則第34条関係） 

 

指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書 
 

年  月  日  

 

 

鳩山町上下水道事業 鳩山町長 あて 

 

届出者 指 定 番 号  

氏名又は名称  

住    所  

代表者氏名  

ＴＥＬ 

 

 

 

水道法第25条の7に基づき次のとおり変更の届出をします。 

 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

氏名又は名称 

 

住 所 
 

 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

代表者の氏名 

 

変更に係る事項 変 更 前 変 更 後 変更年月日 

    

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 
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様式第11（水道法施行規則第35条関係） 

 

指定給水装置工事事業者 
廃止 

届出書 休止 
再開 

 

 

年  月  日  

 

鳩山町上下水道事業 鳩山町長 あて 

 

届出者 指 定 番 号  

氏名又は名称  

住    所  

代表者氏名  

ＴＥＬ 

 

水道法第25条の7に基づき次のとおり給水装置工事の 廃止・休止・再開 の届出をし

ます。 

 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

氏 名 又 は 名 称 

 

 

 

住 所 

 

 

 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 

代 表 者 の 氏 名 

 

 

 

（廃止・休止・再開） 

の年月日 

 

 

 

（廃止・休止・再開） 

の理由 

 

（備考）この用紙の大きさはＡ列４番とする。 
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指定給水装置工事事業者 指定更新時確認事項 

 

氏名又は名称   鳩山設備工業 株式会社   印 

郵便番号、住所  〒350-0392 比企郡 鳩山町大字大豆戸184番地16 

代表者氏名    鳩 山 二 郎 

電話番号     （049）296-1211 

 

提出先の水道事業者（水道事業者等の連携による広域開催も含む）が実施している指定

給水装置工事事業者講習会の受講実績（過去5年以内） 
 

受講年月日（受講を証明する書類（受講証等）の写しを添付してください。 

平成 29 年 12 月 26 日   ・   未受講 

（未受講の場合、その理由）※ 非公表 

※未受講の場合その理由を記入してください。（非公表） 

 

指定給水装置工事事業者の業務内容 
 

休業日、営業時間（修繕対応時間もご記入ください。）  （公表： 可  不可 ） 

休業日：日曜、祝祭日、正月三が日  営業日：月～土  修繕対応時間：8時～17時 

GWは連休                       17時以降要相談 

 

漏水等修繕対応の可否   （公表： 可  不可） 

（該当部に〇をつけてください。詳細な内容を記入することも可能です。） 

屋内給水装置の修繕  埋設部の修繕 

その他（ ） 

対応工事種別（新設・改造 等）：該当部に〇をつけてください。（公表： 可 不可） 

配水管から分岐～水道メーター（ 新設 改造 ） 

水道メーター ～宅内給水装置（ 新設 改造 ） 

その他（公表： 可  不可 ） 

緊急連絡先：０●０－●●●●－▲▲▲▲（代表者携帯電話） 

 ※その他の欄には緊急時の連絡先を記載したください。 

※ 公表には、ホームページ等への掲載を含みます。 

※ 業務内容に変更が生じた場合は、速やかに指定した水道事業者にその旨を届け出る

ようお願いします。 

記入例 

不可の場合は非公表を希
望として掲載しません。 

別紙 1 
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給水装置工事主任技術者等の研修受講実績（過去 5年以内） 

水道法施行規則 

第36条 法第25条の8に規定する国土交通省令で定める給水装置工事の事業の運営に関

する基準は、次の各号に掲げるものとする。（以下抜粋） 

4 給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事の

施行技術の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。 

 

受講者名（公表対象外） 研修会・実施団体 受講年月日 

鳩山二郎 埼玉給水工事●●協会 平成29年5月18日 

鳩山三郎 社内研修  給水装置設置等業務研修 平成29年５月20日 

   

   

   

   

   

上記内容の公表の可否（公表には、ホームページ等への記載を含みます。） 

可  不可 

外部研修については、受講を証明する書類（受講証等）の写しを添付してください。 

自社内研修については、研修内容を記載してください。 

受講者名は公表の対象ではありません。 

可の場合は公表を可能としているこ
とから掲載します。 
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行数が足りない場合は、必要に応じてコピー等してください。 

過去 1年以内の給水装置工事に主に従事した適切に作業を行うことができる技能を有

する者の状況 

水道法施行規則 

第36条 法第25条の8に規定する国土交通省令で定める給水装置工事の事業の運営に関

する基準は、次の各号に掲げるものとする。（以下抜粋） 

2 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道

メーターまでの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、

破損その他の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を

有する者を従事させ、又はその者に当該工事に従事する他の者を実施に監督させるこ

と。  

 

□「配水管からの分岐～水道メーター」の工事を施行しないため不要 

過去 1年以内の工事実績がない場合は、直近の状況を記載してください。 

技 能 を 有 す る 

者 の 氏 名 

（公表対象外） 

配水管への分水栓の付・せん孔、

給水管の接合、いずれの経験も有

しているか（○×を記入） 

資格等を有しているか（○×を記入） 工事 

年度 
 保有している資格等※ 

鳩山二郎 〇 〇 講習会修了者 H30 

鳩山三郎 〇 〇 検定会合格者 H30 

社員 Ⅹ 〇 ×  H30 

     

上記内容の公表の可否（公表には、ホームページ等への記載を含みます。） 

可  不可 

※以下に示す保有資格等（下線部）を記載してください。 

①水道事業者等によって行われた試験や講習により、資格を与えられた配管工 

（配管技能者、その他類似の名称のものを含む）  

②職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第44条に規定する配管技能士 

③職業能力開発促進法第24条に規定する都道府県の認定を受けた職業訓練校の配管科の過程修了者 

④公益財団法人給水工事技術振興財団が実施する配管技能の習得に係る講習の課程修了者 

（配管技能者講習会修了者、配管技能検定会合格者、配管技能者認定） 

資格を証明する書類（資格証等）の写しを添付してください。 

「配水管からの分岐～水道メーター」の工事を施行しない場合は、任意の記載となります。 

技能を有する者の氏名は、公表対象ではありません。 

行数が足りない場合は、必要に応じてコピー等してください。 

別紙 1 

工事を施工しない場合は 

チック欄にレ点を！ 

保有している資格を記載

してください。 

資格を有してなくても、経

験を有していれば記載し

てください。 

雇用関係又は下請け等も含

み、給水工事に主に従事し

た者の氏名等を記載してく

ださい。 

不可の場合は、非公開を希

望として掲載しません。 
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指定給水装置工事事業者 指定更新時確認事項 

 

氏名又は名称                印 

郵便番号、住所   

代表者氏名 

電話番号     

 

 

提出先の水道事業者（水道事業者等の連携による広域開催も含む）が実施している指定

給水装置工事事業者講習会の受講実績（過去5年以内） 
 

受講年月日（受講を証明する書類（受講証等）の写しを添付してください。 

年  月   日   ・   未受講 

（未受講の場合、その理由）※ 非公表 

 

 

指定給水装置工事事業者の業務内容 
 

休業日、営業時間（修繕対応時間もご記入ください。）  （公表： 可  不可 ） 

休業日：    営業日：    修繕対応時間： 

 

 

漏水等修繕対応の可否   （公表： 可  不可） 

（該当部に〇をつけてください。詳細な内容を記入することも可能です。） 

屋内給水装置の修繕  埋設部の修繕 

その他（ ） 

対応工事種別（新設・改造 等）：該当部に〇をつけてください。（公表： 可 不可） 

配水管から分岐～水道メーター（ 新設 改造 ） 

水道メーター ～宅内給水装置（ 新設 改造 ） 

その他（公表： 可  不可 ） 

緊急連絡先： 

 

※ 公表には、ホームページ等への掲載を含みます。  

※ 業務内容に変更が生じた場合は、速やかに指定した水道事業者にその旨を届け出る

ようお願いします。 

別紙 1 
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給水装置工事主任技術者等の研修受講実績（過去 5年以内） 

水道法施行規則 

第36条 法第25条の8に規定する国土交通省令で定める給水装置工事の事業の運営に関

する基準は、次の各号に掲げるものとする。（以下抜粋） 

４ 給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事

の施行技術の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。 

 

受講者名（公表対象外） 研修会・実施団体 受講年月日 

   

   

   

   

   

   

   

上記内容の公表の可否（公表には、ホームページ等への記載を含みます。） 

可  不可 

外部研修については、受講を証明する書類（受講証等）の写しを添付してください。 

自社内研修については、研修内容を記載してください。 

受講者名は公表の対象ではありません。 

行数が足りない場合は、必要に応じてコピー等してください。 
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過去 1年以内の給水装置工事に主に従事した適切に作業を行うことができる技能を有

する者の状況 

水道法施行規則 

第36条 法第25条の８に規定する国土交通省令で定める給水装置工事の事業の運営に

関する基準は、次の各号に掲げるものとする。（以下抜粋） 

２ 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水

道メーターまでの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変

形、破損その他の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技

能を有する者を従事させ、又はその者に当該工事に従事する他の者を実施に監督させ

ること。  

 

□「配水管からの分岐～水道メーター」の工事を施行しないため不要 

過去 1年以内の工事実績がない場合は、直近の状況を記載してください。 

技能を有する 

者の氏名 

（公表対象外） 

配水管への分水栓の付・せん孔、

給水管の接合、いずれの経験も有

しているか（○×を記入） 

資格等を有しているか（○×を記入） 工事 

年度 
 保有している資格等※ 

     

     

     

     

上記内容の公表の可否（公表には、ホームページ等への記載を含みます。） 

可  不可 

※以下に示す保有資格等（下線部）を記載してください。 

①水道事業者等によって行われた試験や講習により、資格を与えられた配管工 

（配管技能者、その他類似の名称のものを含む）  

②職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第44条に規定する配管技能士 

③職業能力開発促進法第24条に規定する都道府県の認定を受けた職業訓練校の配管科の過程修了者 

④公益財団法人給水工事技術振興財団が実施する配管技能の習得に係る講習の課程修了者 

（配管技能者講習会修了者、配管技能検定会合格者、配管技能者認定） 

資格を証明する書類（資格証等）の写しを添付してください。 

「配水管からの分岐～水道メーター」の工事を施行しない場合は、任意の記載となります。 

技能を有する者の氏名は、公表対象ではありません。 

行数が足りない場合は、必要に応じてコピー等してください。 
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